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Ⅰ 本論文の構成と内容 
 本論文は、イギリスにおける近代国籍法制の成立から、それが近代的制度と
して完成するまでの時期を、憲法学の観点から実証的に考察し、国籍制度のも
つ憲法学的意義を解明しようとするものである。本論文の構成は、以下の通り
である。 
 序の中心となる第１章では、国籍という制度が憲法学においていかなる意義
を有するかを、国籍が表象する「国民」概念との関連で考察している。 
 第Ⅰ部は第２章と第３章の二つの章からなり、イギリスにおける国籍法制の
成立の経緯および成立当初の国籍法制の内容について実証的な考察を行ってい
る。第２章では、イギリス法史上初めて国籍概念と「忠誠」概念を体系化した
カルヴィン事件を素材に、同事件での主要な論点であった「生来の国籍取得」
について詳しく論じている。第３章は、「伝来の国籍取得」の制度成立について
明らかにする。 
 第Ⅱ部は第４章と第５章の二つの章からなり、１７世紀初頭に確立した国籍
制度が、イギリスにおけるネーション・ビルディングの文脈のなかで展開して
いく過程を検証する。まず第４章で、相続をめぐって惹起した一連の裁判を題
材に、揺籃期の帝国の国制が国籍法制の具体化に資する過程を明らかにしてい
く。第５章では、１７世紀初頭から１８世紀中期までの、国籍制度に関連する
制定法をピックアップし、その内容について実証的に考察している。その結果、
イギリスのネーション・ビルディングのありよう、とりわけ国民経済の発展、
帝国の拡張が国籍法制の展開を強く規定していたことを明らかにする。 
  第Ⅲ部は第６章、第７章、第８章という三つの章からなり、イギリス国籍法
制の近代的制度としての完成への過程を検討する。まず第６章において、国籍
制度の近代的完成の萌芽として、自国民と外国人との国籍を基準としたディコ
トミーの図式の成立を中心に論じている。第７章では、イギリス国籍法制の近
代的完成にとって最重要の契機となる「国籍離脱の自由」確立の経緯について
分析する。第８章では、１８７０年帰化法の成立をとりあげ、これがイギリス
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における国籍法制の近代的確立と評価しうるかどうかを検証している。以下、
本論文の概要を記述する。 
 
（１）序の中心となる第１章では、憲法学において国籍という制度がどのよう
な意味をもってきたかを、特に国籍が表象する「国民」概念との関連で明らか
にしている。憲法学においては、国民という概念が決定的に重要である。それ
を法的に表現するのが国籍制度である。国家ないし憲法について考察する際に
は、実定国籍法を前提とした上で、国民＝国籍保持者であるとの形式的理解に
とどまることなく、実体的内容をもった国民概念との相関において国籍法制に
ついて考察する必要があると指摘する。その上で、国籍法制が国家の構成原理
等の歴史的・具体的価値理念との相関を有するものであることから、その考察
にあたっては、論理的ないし演繹的な考察にとどまることなく、当該法制度に
対して歴史的・実証的検討が必要であるとし、本論文がかかる視点に立つもの
であるという立場を明らかにしている。 
 
（２）第Ⅰ部では、イギリスにおける国籍法制の成立の経緯および成立当初の
国籍法制の内容について実証的な考察を行っている。 
 まず第２章では、イギリス法史上初めて国籍概念、とりわけその中核をなす
「忠誠」概念について体系化したカルヴィン事件判決を素材に、成立期イギリ
ス国籍法制の内容について実証的な検討を加える。その際、検討の中心となる
のは、判例上明らかにされた当該概念の内容とそれに基づく「生来の国籍取得」
のありようである。イギリスにおいては、中世以来「国に属する」という概念
は、「国王の臣民」（king’s subject）という言葉で表象されてきたが、同判決
によれば、臣民とは、国王に対して「忠誠」義務を負う者であるとされた。こ
のような忠誠義務は、「生来の国籍取得」の場合と、「伝来の国籍取得」の場合
という二つの類型のもとでもたらされた。「生来の国籍取得」をもたらしたのは
国王の liegeance（この言葉には、領土および忠誠という二つの意味がある）に
おける出生であり、「伝来の国籍取得」は、①議会による帰化（naturalization）、
②開封勅許状による国籍付与（denization）、③征服 （conquest）による場合
の三類型が存在する。こうして、カルヴィン事件判決の時点におけるコモン・
ローのもとにおいては、国籍制度は、忠誠という概念に基づいて構成されてい
たこと、そして、出生による国籍の取得については、当該忠誠原理に基づく出
生地主義が採られていたことを明らかにする。 
 第３章は、「伝来の国籍取得」の三類型について分析している。カルヴィン事
件判決は、国籍原理の中核となる忠誠概念と、それに基づく出生に際しての国
籍取得のありように言及しているが、「伝来の国籍取得」については必ずしも明
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らかにしていない。カルヴィン事件判決に裁判官として関わり、同時にこの事
件の報告者でもあるエドワード・クックによれば、こうである。議会制定法に
よる帰化（naturalization）は、当該手続を経た者は生来の臣民とまったく同一
の法的地位・諸権利を獲得する。これに対して、国王の開封勅許状によるもの
は国籍付与（denization）と呼ばれ、当該手続を経た者は不動産の相続、政治的
権利の享有という二つの点で、帰化よりも相対的に不利な法的地位に置かれて
いたというのである。なお、第三の類型である征服（conquest）は、現実の歴
史のなかで、実際には殆ど機能する機会はなかった。 
 
（３）第Ⅱ部では、１７世紀初頭に確立した国籍制度が、イギリスにおけるネ
ーション・ビルディングのなかでどのように展開していくかを分析している。
カルヴィン事件において確立されたコモン・ローにおける国籍法上の諸原則は、
その後、世界的規模での植民地獲得に向かうイギリスに適用されるようになっ
た結果、カルヴィン事件判決当時の歴史的文脈を離れて、新たな役割を果たす
ようになった。こうして、国籍制度は、近代国家および植民地帝国の形成と展
開のなかで、その時々の立法による変更を被り、また関連する判例を通じて変
貌をとげていくことになる。 
 まず第４章では、不動産の法定相続をめぐる一連の裁判を題材に、１７世紀
中期のイングランドにおける「伝来の国籍取得」の制度、とりわけ帰化制度に
ついて考察している。不動産に関する法定相続をめぐって、相続人となりうる
者の国籍の有無が問題となった三つの裁判が検討されるが、特に注目されるの
は、植民地で行われた帰化が、イングランド本国においても効力を有するのか
否かという論点である。そこで、成立期における「伝来の国籍取得」の制度が、
当該裁判との関連で検討されると同時に、植民地の保有がイギリス近代国籍法
制の展開にとって重大な規定要因となりうる問題であることを明らかにしてい
る。ところで、コモン・ロー上、国王ないし王冠の領土内において出生した者
は、国籍法上イギリス臣民として、本国人と全く共通した法的地位を取得する。
これはカルヴィン事件において明らかとなった。そのことは、大英帝国の統一
にとってきわめて有用であったと言われている。他方、「伝来の国籍取得」の場
合については、このような一般的な原則が必ずしもあてはまらない場合がある。
同じイギリス臣民（British Subject）でありながら、本国における帰化により
取得される地位と、植民地における帰化により取得される地位との間に、法的
効力において相違が存在するわけである。前者は帝国の全領土を通じて普遍的
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な法的効力を有するのに対して、後者は当該植民地の法的管轄権が及ぶ地理的
範囲内においてのみ有効である。その後も、この齟齬は、イギリス国籍法制の
混乱要因となる。また、植民地議会と本国議会との管轄権の問題として、その
後も重大な論点であり続けた。これらの問題を、イギリス近代国家の形成と展
開のなかに位置づけ、歴史的な観点から考察していくことは、憲法学にとって
重要な作業となりうると指摘する。特に、近代国家形成史のなかで先進各国が
ほぼ例外なく経験してきた植民地統治という問題は、これまでの憲法史が十分
に検討してこなかった分野に属する。植民地支配の王者であったイギリスにつ
いての歴史的検討は多くの示唆を提供してくれると同時に、日本における植民
地主義の考察に際しても、有益な視座を提供するだろうと指摘する。 
 次いで、第５章では、カルヴィン事件判決の直後から１９世紀の中期までの
期間に制定された、国籍法制に関わる議会制定法、合計３７点の内容と特徴に
ついて具体的に考察する。この期間、コモン・ロー上の国籍制度はほぼ維持さ
れた。注目されるのは、この間に制定された国籍関係制定法の大部分が帰化立
法であったことである。国民経済の形成や貿易の発展、植民地経営に役立つ外
国人がその対象とされた。簡易な帰化手続によりイギリス国籍を取得させるこ
とで、イギリス臣民の積極的募集が行われていた。このような状況に応じた帰
化制度は、政策的見地から極めて便宜的に運用されていた一方で、帰化のため
には、新教徒であることが条件とされた。近代イギリスにおいてはプロテスタ
ントであることが国家の編成原理の一端を担っていたとの理解が近時一般的に
なっているが、そのような特質が、国籍法制にも確認できるという。かくて、
植民地保有がイギリス近代国籍法制に影響を及ぼしていたことを明らかにしつ
つ、近代国家が同時に植民地を保有する帝国であったことを憲法学は今後どの
ように考えていくかという課題を提起して、第Ⅱ部を終えている。 
 
（４）第Ⅲ部では、イギリス近代国籍法制の完成の指標は何であるか、そして
そう考える理由は何かを論じている。 
 まず第６章において、１８４４年外国人法（外国人に関する諸法を改正する
法律）制定の意義を探り、これを近代国籍法制定完成の萌芽と位置づける。こ
の法律は、帰化制度に関する法律改正を軸としつつ、外国人に対して従来制限
されていた私法上の権利について、その享有を大幅に認めるものであったが、
１８４３年の特別委員会報告書に基づいて、１８４４年法の立法目的を明らか
にしていく。その上で、１８４４年外国人法の内容について具体的に考察し、
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この法律がいかなる意味で、近代国籍法制の制度的完成への萌芽を含んでいた
と評価しうるかを論じている。同法が、外国人が私法上の権利を享有すること
を大幅に認めたことなどに関して、それがすでに存在する国籍法制にいかなる
内容を新たに加えたのか、また制度変更はどのような意味を持っていたかを明
らかにしていく。その結果、イギリス近代国籍法の制度的完成の萌芽が、同法
のうちに見られるという。その理由は、第一に、この法律が自国の国籍に関す
る事項と同時に、外国人の権利享有に関わる事項を同時に規定していたという
ことによって、イギリス国籍法制が国民と外国人という二項対立の図式を同一
の制度的地平において捉えるに至ったからとされる。第二に、婚姻にともなう
国籍の変動、時にイギリス臣民たる男性と婚姻した外国人女性に対して、当該
婚姻を原因としてイギリス国籍を付与する旨を同法が規定した意味は大きいと
する。この二点が、１８４４年外国人法をイギリス国籍制度の近代的完成の指
標と評価する根拠とされる。なお、第一点については、国籍制度が国家の構成
員を法的に画定する意味を持ち、臣民についてのみならず外国人についても一
定の法的な把握があってその定義が明確となるとする。第二点については、独
立した主権国家が並存する国際秩序において、特定の国家の構成員たる資格を
決定する国籍制度が国際的な局面では不可避的に渉外的効果を持たざるを得な
いことへの自覚が極めて重要であり、この点を制度上初めて実現したのが同法
であるとする。その結果、１８７０年帰化法において国籍離脱の自由の保障が
可能となったのであり、その意味において１８４４年外国人法は、１８７０年
帰化法の制度内在的条件を準備したと評価する。これが第６章の結論である。 
 第７章では、１８７０年帰化法の成立過程につき１８６８年帰化委員会報告
書の内容を中心に分析し、交通手段の発展による移民の激増とそれに伴う二重
国籍の問題が国籍離脱の自由を認める要因になったことを明らかにする。この
自由が国際的に広く認められるに至った背景として、国際関係の中での国家間
の交渉が重ねられたことがある。この点につき、立法の基礎となった同委員会
報告書や議会での討論を踏まえつつ、実証的に検討している。ヨーロッパ移民
によりつくられたアメリカ合衆国は、市民となるに際して外国への忠誠を放棄
し、合衆国のみに忠誠を誓うことを要求していたが、このことは合衆国に移住
した人びとに対して依然として忠誠を要求したヨーロッパの君主国との衝突を
結果した。これが、法的には国籍の抵触として現出したわけである。合衆国は、
国籍離脱の自由を「生命、自由および幸福追求の権利の享受に欠くことのでき
ないもの」と主張し、これを移住者の旧帰属国に要求し、それを各国が受け入
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れることで、この自由が認められるに至った。イギリスについても事情は同様
であった。イギリスでは国王に対する忠誠義務の永久性、あるいは忠誠不解消
の原理のもと、国籍離脱の自由は一貫して認められなかった。そのイギリスで
初めて国籍離脱の自由を認めたのが、１８７０帰化法である。自発的に外国へ
帰化した者が原則としてイギリス臣民でなくなることと、宣誓によるその例外
が認められたことがポイントであるが、これがアメリカ合衆国への外交上の配
慮と同時に、自由主義的雰囲気、移民や難民に対する寛容な態度、経済的に優
位な移民を受け入れるための方策など、イギリス側の要因をも指摘しながら、
その背景にも論じ及んでいる。しかし、他方では、交戦中の敵国への帰化を認
めるものではないとする、この原則の限界を示す大逆罪に関する判決を紹介し
ながら、その複雑な過程への目配りも忘れない。かくて、第７章は、１８７０
年帰化法制定により国籍離脱の自由が確立したことが、イギリス国籍法史にと
って極めて重大な意義を有することを確認する。 
 第８章では、１８７０年帰化法の内容を紹介しながら、その意義を整理して
いる。そこでの問題関心は、第一に、イギリス国籍法の制定により、従前の国
籍法制に対してどのような変更が加えられ、それがどのような意義を持つのか
ということを、イギリス国籍法制内在的な観点から明らかにすることである。
第二に、どのような歴史的背景が、同法の制定およびその後の運用に際しての
規定要因として作用していたのかを明らかにすることである。その上で、１８
７０年法がイギリス国籍法史において果たした役割について以下のように整理
する。 
 イギリス近代国籍法制は、カルヴィン事件判決において確立し、その後の同
国における近代国家形成の歴史、とりわけ植民地帝国としての世界的規模での
拡大という状況によって影響を受けながら展開していった。こうして、イギリ
ス近代国籍法制は、いくつかの点で前近代的な性格をとどめながらも、第Ⅱ部
で見たような具体的かつ歴史的な文脈の中で展開を遂げつつ、１８４４年外国
人法を経て、最終的には１８７０年帰化法の制定を歴史的指標として、近代国
家における政治共同体構成員たる「国民」を確定するための制度として完成し
たと総括する。 
 そこで、１８７０年法の積極的な側面として、同法がイギリス国籍法上一貫
して否定されてきた国籍離脱の自由を初めて認めたことを再確認する。その際、
国籍離脱の類型を四つに分けて説明する。帰化については、実体的要件として、
５年以上の居住または王冠の下での業務、帰化後の居住の意思または王冠の下
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での業務の意思の三つ、そして所轄大臣の決定につき訴訟で争うことができな
いこと、帰化証書が申請者の忠誠の宣誓により効力を生じることの二つの手続
的要件を説明し、次に、権利・能力の享有を例外的に除外する権限が所管大臣
に認められていたこと、本法制定以前に帰化した者に対しても所管大臣が帰化
証書を付与できたこと、夫の帰化に伴う妻及び未成年の子の国籍変動につき生
来のイギリス臣民である女性が未亡人となった場合などに国籍回復証書の制度
が認められていたこと、帰化によって原則として生来の臣民と同様な能力、権
利、特権を享有したことなどを明らかにする。 
 １８７０年法は、国籍離脱の自由の原則が国籍に関する数少ない共通原則の
一つとなっていたという点で評価しうるだけではない。憲法学の観点から見て
より重要なのは、国籍という法的地位を、近代国家という政治共同体の構成員
たる地位を表象する資格であると考えた場合には、封建制に由来する永久忠誠
の原則からの直接的な帰結としての国籍離脱の禁止が否定され、最終的には各
個人の意思において国籍を離脱することが認められるに至ったという点こそが
重要だと主張する。このことにより、イギリス国籍法制は、近代国際秩序のも
とで国民の範囲を画定する制度として備えるべき「渉外的効果」について自覚
化され、さらに、国籍を基準とした「国民と外国人」という構図が制度上ほぼ
全面的に実現したと評価しうるわけである。このことにより、イギリス国籍法
が近代国家における国籍法制としての体裁を一応は整えたと評価できると結論
づける。 
 他方、１８７０年帰化法制定の消極的側面も無視できない。イギリス国籍法
制は、カルヴィン事件判決におけるその成立以来、一貫してコモン・ロー上の
制度だった。１９１４年のイギリス国籍および外国人の地位に関する法律の制
定に至るまで、基本的にその枠組の中で時宜に応じた制度変更を繰り返しつつ
発展を遂げたものと評価する。この１９１４年法の制定により、この国の国籍
法制は制定法上に主たる基盤を置く制度へと変貌する。１９１４年法制定の最
も重要な要因となっていたのは、多元的な植民地から構成される大英帝国が、
そのような統治構造を前提としつつそれを整合的に包摂しうるような、体系的
かつ統一的な国籍法制を創設することにあった。この点をもって、爾後のイギ
リス国籍法制は、コモン・ロー上の国籍法制が植民地の獲得にともなう帝国の
拡大のなかでアド・ホックにそれに対応して展開を遂げていた段階から転じて、
帝国の存在を前提とした上で、設計された制定法上の制度へと変貌を遂げたも
のと理解することができるという。 
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 このように、イギリス近代国籍法制が、コモン・ロー上の制度として成立、
展開を遂げてきたと考えると、その枠組のもとにおいて、１８７０年帰化法が、
これに重要な変更を最終的に加えたものと評価することが可能だという。 
 かくて、コモン・ロー上の制度として確立し、その後、数多くの制定法や判
例による制度的展開を経ることによって変容を被ってきた近代イギリス国籍法
制は、１８７０年帰化法によって最終的に重大な変更を加えられ、これによっ
て制度として一応の完成を見たと評価することができると主張している。 
 ただし、留保すべき点があるとされている。それは、イギリスでは近代的な
政治共同体としての国家、典型的には当該共同体の構成員の主観的な意思の合
致を以って国家の編成原理とするような契約観に基づく国家像が公式に採用さ
れていなかった結果、それに対応するような国民像も成立することはなく、そ
れどころか当該構成員の地位を表象する概念はむしろ前近代的な概念、すなわ
ち国王に忠誠義務を負う「臣民」のままであったという点である。イギリスが
１７世紀の二つの革命に際して、社会契約的な理念を国家の編成原理として採
用せず、またそのような価値を中核とする憲法典を制定することもなく、むし
ろ古き良き国制への復帰として総括したこともあって、第１章において想定し
たような普遍主義的な形での近代的政治共同体を表象するような国民像も、も
ちろんそのような価値に基づく国籍制度も、イギリスにおいては今日まで存在
してこなかったという。また、同時に国籍法制の規定要因としての植民地・帝
国という論点は、本論文の対象となった時期にとどまらず、その後も一貫して
重大な問題であり続けているとされるのである。 
 その上で、土地所有を外国人にも可能としたことにつき国籍を公法上の権利
義務関係に一定程度純化したものと評価する。行政手続による帰化制度が完成
したこと、帝国であったという事実から植民地においては独自の帰化立法が認
められたが、その効力はその植民地の領域内にとどまり、地位の多元性、国家
構造の重層性が残ったことも指摘する。 
 
（５）「むすび」では、以上の検討を踏まえつつ、これまで行ってきたイギリス
近代国籍法制の成立、展開および完成についての実証的な考察が、日本の憲法
学にとっていかなる示唆を与えうるかについて言及している。本論文が着目し
た最大の論点は、イギリスという近代国家が同時に植民地を保有する帝国であ
り、このような一国史的な視点では捉えきれない統治構造が、この国の近代国
籍法制に対する極めて重大な規定要因となっていたということである。この点
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を踏まえつつ、特定の国家の法的な構成員としての地位を表象する国籍制度を
通じて、近代国家、とりわけ西欧諸国における「国民」について考えた場合、
法的には均質の地位を有する事によって等しく「国民」として扱われながら、
実態としては全く異なった処遇を受けることを余儀なくされていた一群の人々
が存在していたことが明らかとなる。というのも、西欧において成立した「近
代国民国家」は、ほぼ例外なく植民地保有国であり、法的には植民地の住民を
なんらかの意味において「自国民」として扱っていたという事実が存在するか
らである。従来の議論は、この自国民としての植民地人民の存在について自覚
的ではなかったという。さらに、通常地理的には当該国家との間に距離的な隔
絶がある植民地ないし海外領土、また国民としての同質性を全く欠いた植民地
人民の存在が、視野に入って来ないことは、ある意味で仕方がないともいう。
だが、憲法学あるいはより広く法律学において、「国民」という概念を画定する
装置が国籍法制であること、近代国家において植民地の存在を前提としつつそ
こに存在する人々に対しても様々な目論見から国籍が付与されてきたことを踏
まえながら、過度に固定的、静態的あるいは同質的な国民国家イメージを前提
にすることには、少なからず問題があると指摘する。憲法学が、権利の保障と
民主主義の実現を目指すべき学問であるとすれば、近代国家の歴史に本質的で
あった植民地支配の存在、そこで何が起こり、何が行われたのか、そしてそれ
は過去の問題に過ぎないのか否かについて、われわれは自覚的でなければなら
ないというのが、本論文が提示する憲法学への示唆であると結んでいる。 
 
 
Ⅱ 本論文の評価 
本論文が学界に寄与していると評価できる点は、次のとおりである。 
まず本論文は、その研究の視座として、ひとつには、イギリス近代国籍法制
がその「ネーション・ビルディング」と軌を一にしつつ展開するのではないか
という仮説を実証的に考察することをあげるとともに、同時に他方では、この
国籍法が政治体としての国家だけでなく、帝国と植民地の相関関係において果
たす機能を考察することを提示している。こうして近代イギリス国籍法制の新
たな研究が、日本の憲法学にとって持ちうる学問的意義を検討するよう注意を
喚起した。評価できる第１点は、これである。 
 第２点は、本論文がこの実証的研究と機能的考察を進めて得た時期区分論で
ある。すなわち、１６０８年カルヴィン事件判決から１８７０年帰化法までを、
近代イギリス国籍法史の第１期だと主張した点である。この時期区分論は、第
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２の時期すなわち１８７０年帰化法以降、１９１４年イギリス国籍・外国人地
位法の制定から１９４８年イギリス国籍法の制定にいたるまでの時期を想定し
ている。この時期は、帝国としての国制のもとで、当該帝国に帰属する人間を
共通の法的地位（Common code）によって統一的に把握し、こうして帝国の一体
性を維持するために国籍の積極的利用が図られた時期であるとして、第１期と
明確に区別されている。 
 第３点は、本論文がすすめた実証的な考察そのものである。それは、従来日
本にも、イギリス憲法概説書の翻訳によって知られていたカルヴィン事件判決
を第一次資料に即して調査検討した作業から始まった（第Ⅰ部）。それに続くラ
ムゼイ事件諸判決の調査検討があり、また１６０８年から１８４４年にいたる
およそ２４０年にわたる期間のおびただしい数の議会制定法についての分析が
なされた（第Ⅱ部）。これに続いて１８４４年外国人法そして１８７０年帰化法
などがとりあげられており、こうした制定法によって近代国籍法制が完成する
と主張し（第Ⅲ部）、第一次資料に立ち戻りながら、かつ近年の関連研究の到達
点にも言及してその主張を実証しようとした。 
 このうち第Ⅲ部の叙述をとくに重視してここに記述すると、それが第４点に
あたる。すなわち１８４３年の特別委員会報告書を資料として、１８４４年外
国人法制定の意義を探り、これを近代国籍法制完成の萌芽と位置づける。続い
て１８７０年帰化法の成立過程につき１８６８年帰化委員会報告書の内容を中
心に分析し、交通手段の発展による移民の激増とそれに伴う二重国籍の問題が
国籍離脱の自由を認める要因になったことを明らかにする。さらに１８７０年
帰化法の内容を概括的観点から捉え、その意義を整理している。本論文はこの
部分で、近代におけるイギリスが植民地を有する帝国として国籍法をどのよう
にして近代化したかを、帰化法や外国人法に目を配りつつ、とくに国籍離脱の
自由に近代化の指標を見出そうとする。封建制が未だ残っていた時代に形成さ
れた王と臣民の双務的な忠誠関係を中核としたコモン・ロー上の国籍概念が、
大帝国として発展していく時代に、どのように制定法によって近代化されて行
ったかを１８４４年の外国人法と１８７０年の帰化法に焦点を合わせて立法委
員会報告書を主たる資料として用いて丹念に考察している。このような考察は、
天皇制を採り、植民地保有国であった日本の国籍法の立法や解釈を考える場合
にも、種々の示唆を与えるものである。 
 
 本論文の成果はこれに尽きるものではないが、このように評価しておきたい。
ただし、本論文にも問題がないわけでない。 
著者は、近代国民国家の正統理論として社会契約論をおき、この理念的指標
から国籍法制の近代化を考えているように思われる。社会契約論も忠誠関係論
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も国籍の本質を法律関係として捉える点で共通している。社会契約論について
も論者によって異なる点があり、忠誠関係論も時代によって異なる点があるだ
けに、その二つの議論の関係につきより詳細な分析が必要ではあるまいか。 
このことは著者が、国籍離脱の自由に近代化の指標を見出そうとする点とも
密接に関連している。国籍離脱の自由の根拠はフランス革命の自由思想に求め
られるが、その原則の確立は１８７０年アメリカ合衆国との間にイギリスが結
んだ条約による。このことにかんがみると、国籍離脱の自由を個人の生来の人
権と宣言したアメリカ合衆国議会の思想と力との関連において、イギリス近代
国籍法制が完成するということになる。この主張を、思想と法制の両面にわた
って改めて考察する必要がないだろうか。 
また著者は、市民権と国籍を自覚的に区別せず、ほぼ同義に使っているよう
に思われる。国籍が他の国の国籍との関係で対外的な方向性を持つのに対して、
市民権は共同体に向けた対内的方向性を持つ概念であり、歴史的にみれば、異
なるものとして使用されてきた面がある。この点についてのもう少し意識的な
分析が必要であるように思われる。 
さらに、１８７０年帰化法制定の意義を考察する際に、解釈や運用に広げな
いで概括的に法律全体を捉えるとされるが、解釈や運用に広げないでこの法の
意義を歴史的に正確に捉えることができるかどうかも問題として残るように思
われる。 
 とはいえ、これらは著者の今後の課題というべきであろう。本論文は、これ
まで憲法学者が必ずしも着目してこなかった視点から意欲的に考察しており、
博士論文として充分に評価できるものであることに変わりはない。 
 
 
Ⅲ 結論  
以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の提出者が博士（法学・早稲田
大学）の学位を受けるに値するものと認める。 
 
  ２００４年９月２８日 
 
審査員 
 
主査 早稲田大学教授             浦田 賢治 
早稲田大学教授             今関 源成
早稲田大学教授 法学博士（立命館大学） 木棚 照一 
早稲田大学教授 博士（法学・早稲田大学）水島 朝穂 
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